
 
 

 1

契 約 条 項 

（総則） 

第１条 相模原市(以下「派遣先」という。)と○○(以下「派遣元」という。)は、この契約書に定

めるもののほか、「令和７年国勢調査事務支援要員派遣仕様書」(以下「仕様書」という。)に従

い、信義を守り誠実に頭書の労働者派遣契約(以下「派遣業務」という。)を履行しなければなら

ない。 

２ 派遣元は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律(昭和６

０年法律第８８号。以下「労働者派遣法」という。)に基づき、その労働者を派遣先に派遣する

ものとする。 

 

（業務内容） 

第２条 この契約における派遣先所定の業務は国勢調査事務支援業務とし、この業務の詳細及び

業務実施に必要な能力は、仕様書に定めるとおりとする。 

 

（責任の程度） 

第３条 この契約における派遣労働者は、役職を有さないものとする。 

 

（就業場所） 

第４条 派遣労働者が就業する場所は、仕様書に定めるものとする。 

 

（組織単位） 

第５条 派遣労働者が就業する組織単位は、次のとおりとする。 

 相模原市市長公室政策部マーケティング課 

 

（派遣先及び派遣元責任者） 

第６条 この契約における派遣先及び派遣元の責任者は、次のとおりとする。 

（１） 派遣先 相模原市市長公室政策部マーケティング課 課長 小林 喜弘 

TEL０４２－７５４－１１１１(代表) 

TEL０４２－７６９－８３３０(直通) 

（２） 派遣元 ○○○○ □□□ △△ △△ 

TEL■■■－■■■－■■■■(代表) 

 

（指揮命令者） 

第７条 就業中の派遣労働者を指揮命令する者は、次のとおりとする。 

 相模原市市長公室政策部マーケティング課 須山 正明 

 

（派遣期間） 

第８条 この契約における派遣期間は、仕様書に定めるとおりとする。 
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（就業日等） 

第９条 この契約における派遣就業をする日は、仕様書に定めるとおりとする。 

 

（就業時間） 

第１０条 派遣労働者の就業時間は、仕様書に定めるとおりとする。 

 

（休憩時間） 

第１１条 派遣労働者の休憩時間は、仕様書に定めるとおりとする。 

 

（安全及び衛生） 

第１２条 電子計算機を連続して操作する時間は１時間までとする。１時間連続して操作したと

きには、少なくとも１０分間の休憩時間を与える。 

２ 派遣元は、派遣労働者を派遣する前に、雇入れ時安全衛生教育を実施する。 

３ 派遣先は、派遣労働者を派遣就業させる前に、受入れ時安全衛生教育を実施する。 

４ 業務内容の変更を行う際には、派遣先において必要な安全衛生教育を実施する。 

 

（派遣労働者からの苦情処理） 

第１３条 派遣労働者からの苦情の申出を受ける者は、次のとおりとする。 

（１）派遣先 相模原市市長公室政策部マーケティング課 須山 正明 

TEL０４２－７５４－１１１１(代表) 

TEL０４２－７６９－８３３０(直通) 

（２）派遣元 ○○○○ □□□ △△ △△ 

TEL■■■－■■■－■■■■(代表) 

２ 派遣労働者からの苦情の申出を受けた者は、直ちに、第６条に規定する派遣先及び派遣元そ

れぞれの責任者が中心となって、誠意をもって、遅滞なく、当該苦情の適切迅速な処理を図る

こととし、その結果について必ず派遣労働者に通知しなければならない。 

３ 派遣先及び派遣元は、自らでその解決が容易であり、即時に処理した苦情のほかは、相互に

遅滞なく通知するとともに、密接に連絡調整を行いつつ、その解決を図ることとする。 

 

（派遣人員） 

第１４条 この契約の派遣人員は、仕様書に定めるとおりとする。 

 

（派遣労働者の福祉の増進のための便宜の供与） 

第１５条 派遣先は、派遣労働者に対し、派遣先が雇用する労働者が利用する休憩室の施設又は

設備について、利用することができるよう便宜供与することとする。 

２ 派遣元は、派遣労働者に対し、派遣先の供給する施設等を常に善良なる管理者としての注意

を払って使用するよう指導しなければならない。 
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（労働者派遣料上限額） 

第１６条 この契約における契約金額は、派遣料の上限額を定めるものとする。 

２ 労働者派遣料の上限額は限度額であり、派遣先の都合により労働者派遣料の上限額に満たな

い場合が生じても、派遣元は、異議の申出又は損害賠償の請求をすることはできない。 

 

（確認及び検収） 

第１７条 派遣先及び派遣元は、派遣先が月毎に提出する派遣実績がわかる文書(電磁的記録(電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録を

いう。以下同じ。)を含む。以下同じ。)を相互に確認及び検収し、派遣元による派遣労働者の適

正な賃金管理及び雇用管理の実施を図ることとする。 

２ 前項に定める場合のほか、派遣元から要求があった場合には、派遣先は、前項の報告を適宜

派遣元に対して行うこととする。 

 

（労働者派遣料） 

第１８条 労働者派遣料は、派遣労働者１人の就業時間１時間当たり●，●●●円に消費税及び

地方消費税を乗じて得た額とし、時間外、休日及び深夜の割増賃金については、労働基準法(昭

和２２年法律第４９号)第３７条をもって別図表１のとおり算定する。 

２ 労働者派遣料の単価には、派遣元がこの契約を履行するために必要な通勤手当、労働保険及

び社会保険料を含むものとする。 

３ 労働者派遣料の計算期間は、月の初日からその月の末日までの１月とし、各月毎に派遣労働

者の就労時間中及び時間外の各実労働時間に第１項の規定による金額を乗じて得た金額を合算

したもの(合算後の１円未満切り捨て)を月額派遣料とする。なお、各月の派遣労働者の実労働時

間は１５分単位(端数については切り上げる。)とする。 

４ 派遣労働者が、欠勤、年次有給休暇、遅刻、早退によりこの契約で定める就業日又は就業時

間に就業しなかった場合は、派遣先は、当該就業しなかった日又は時間に相当する労働者派遣

料を支払うことを要しないものとする。ただし、派遣元が代替労働者を派遣した場合は、この

限りでない。 

 

（労働者派遣料の支払） 

第１９条 派遣元は、派遣実績のあった月の翌月の１０日(１０日が仕様書に規定する休日にあた

るときは、その翌営業日。)までに、派遣先に適法な請求書を提出しなければならない。 

２ 派遣先は、前項の請求書を受理したときは、その日から３０日以内に相模原市指定金融機関

において労働者派遣料を支払うものとする。この時、第３８条の規定により契約保証金の納付

が行われている場合は、最終の料金の支払いに併せて返還するものとする。 

３ 派遣元は、派遣先の責に帰すべき事由により、前項の労働者派遣料の支払いが遅れた場合に

は、派遣先に対して遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律(昭和２４年法律

第２５６号)第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定した割合(年当たりの割合は、閏年の日
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を含む期間についても３６５日の割合とする。)で計算した額(１００円未満の端数があるとき、

又は１００円未満であるときは、その端数又はその全額を切り捨てる。)の支払いを請求するこ

とができる。 

 

（派遣労働者の交替等） 

第２０条 派遣先は、派遣労働者が就業するに当たり遵守すべき派遣先の業務処理方法、服務規

程等に従わない場合、又は業務処理の能率が著しく低くこの契約の目的を達しないと認めると

きは、派遣元にその理由を明示し、派遣労働者への指導、改善、派遣労働者の交替等の適切な

措置を講ずるよう要請することができる。 

２ 派遣元は、前項の要請があったときは、当該派遣労働者への指導、改善、派遣労働者の交替

等適切な措置を講じるものとする。 

３ 派遣元は、派遣労働者の傷病その他やむを得ない理由があるときは、派遣先に当該内容を通

知して、派遣労働者の交替について派遣先に協議するものとする。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第２１条 派遣元は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、

又は担保の目的に供してはならない。 

 

（再委託の禁止） 

第２２条 派遣元は、派遣業務の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。

ただし、あらかじめ派遣先の承認を得て派遣業務の一部を第三者に委託する場合は、この限り

ではない。 

２ 前項ただし書の規定により、派遣元は、派遣業務の一部を第三者に委託する場合は、その内

容を明確にした文書を派遣先に届出し、承認を受けるとともに、当該第三者の行為のすべてに

ついて責任を負うものとする。 

 

（環境配慮事項） 

第２３条 派遣業務の実施においては、次の各号の環境配慮事項に留意して業務を行うこと。 

（１）「相模原市環境方針」の主旨を踏まえ、業務の実施において省資源・省エネルギーに取り組

む等、環境への負荷の低減を図るとともに、環境関連法令の規制等を遵守すること。 

（２）派遣先への提出文書及び添付資料については、原則として再生紙を使用すること。 

（３）業務実施時に車両を使用する場合は、アイドリングストップの実施を徹底し、他者に運搬

等を委託する場合においても、アイドリングストップの実施を周知するよう努めること。 

（４）業務の実施においては、廃棄物の減量化・資源化に取り組むとともに、廃棄物の処理にあ

たっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、条例、相模原市一般廃棄物処理実施計画など、

関連法令を遵守し、適正に処理すること。 
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（派遣先の調査権等） 

第２４条 派遣先は、派遣元の派遣業務の履行に関して、必要な範囲で派遣元に対して報告を求

め、又は調査をすることができる。 

２ 前項に基づく報告又は調査の結果、派遣元による派遣業務の履行状況につき、不十分な点が

認められたときは、派遣先は、派遣業務の履行に関して必要な指示を派遣元に行うことができ

るものとする。 

 

（事故等の報告） 

第２５条 派遣元は、派遣業務の履行に支障を生じるおそれのある事故又は脅威の発生を知った

ときは、必要な措置を講じるとともに、直ちにその旨を派遣先に報告し、その指示を受けなけ

ればならない。 

２ 派遣元は、前項の事故等が発生した場合には、詳細な経過及び今後の対処方針を遅滞なく派

遣先に通知しなければならない。 

 

（守秘義務） 

第２６条 派遣元は、派遣業務の履行により知り得た一切の情報を第三者に提供若しくは漏らし、

又は派遣業務の履行以外の目的に使用してはならない。契約期間満了後又は契約解除後におい

ても同様とする。 

２ 派遣元は、この契約による業務を処理するため、個人情報及び派遣先が派遣元に引き渡し、

又は派遣先が使用を認めた情報(以下「個人情報」という。)を取り扱う場合は、「個人情報の取

扱いに関する特記事項」を遵守しなければならない。 

３ 派遣元は、派遣労働者に対し、派遣業務の履行により知り得た機密事項を他の目的に使用し、

又は第三者に開示・漏えいしてはならない旨を徹底、遵守させる責任を負う。 

４ 派遣元は、派遣労働者を派遣する前に、個人情報の適正な取扱いについての教育を実施する。 

５ 派遣先は、派遣労働者を派遣就業させる前に、受入れ時に個人情報の適正な取扱いについて

の教育を実施する。 

６ 派遣元は、派遣労働者から秘密の保持に関する誓約書の提出を求めるものとする。 

７ 派遣元は、機密事項の取扱いについて、別記「機密事項取扱特記事項」を遵守の上、派遣労

働者に遵守させるものとする。 

 

（契約内容の変更） 

第２７条 派遣先は、契約締結後に必要がある場合には、派遣元と協議の上、契約内容を変更す

ることができる。 

２ 前項の場合において、契約金額又は契約期間を変更するときは、文書によりこれを定めるも

のとする。 

 

（損害賠償） 

第２８条 派遣元は、派遣労働者が故意又は過失により派遣先に損害を与えたときは、その損害
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を賠償しなければならない。ただし、やむを得ない場合は、この限りでない。 

２ 派遣元は、第２６条第１項及び第２項の規定に違反したことにより、派遣先又は第三者に損

害を与えた場合には、その損害を賠償しなければならない。 

３ 前２項の場合において、その損害が派遣元の派遣労働者の故意又は重大な過失と第７条に規

定する指揮命令者等の指揮命令等との双方に起因するときは、派遣先派遣元双方で協議し当該

損害の負担割合を定めるものとする。 

 

（履行遅延） 

第２９条 派遣元は契約期間内に業務を履行することができないとき、又はそのおそれがあると

きは、速やかにその旨を派遣先に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告があった場合、派遣先は、相当と認められる期間の延長をすることが

できる。ただし、派遣元の責めに帰すべき事由による場合には、派遣先は、契約金額について、

遅延日数に応じ年２．５パーセントの割合で算定した額の違約金を派遣元から徴収することが

できる。 

 

（契約の解除に係る措置） 

第３０条 派遣先は、派遣先の責に帰すべき理由により契約期間が満了する前に契約の解除を行

おうとする場合には、派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとする。 

２ 派遣先は、前項に規定する場合において派遣労働者の新たな就業機会の確保ができないとき

は、契約の解除を行おうとする日の少なくとも３０日前に、派遣元にその旨を予告しなければ

ならない。 

３ 派遣先は、前項の契約解除の予告日から契約の解除を行おうとするまでの期間が３０日に満

たない場合には、少なくとも契約の解除を行おうとする日の３０日前の日から当該予告日まで

の期間の日数分の派遣労働者の労働者派遣料に相当する額について損害の賠償を行わなければ

ならない。ただし、派遣元の同意を得て契約を解除した場合は、この限りでない。 

４ 派遣先の契約の解除が信義則違反その他派遣先の責に帰すべき事由による場合には、前項の

規定にかかわらず、派遣先は当該派遣契約が解除された日の翌日以降の残余期間の労働者派遣

料に相当する額についても賠償しなければならない。 

５ 派遣先は、契約の解除を行う場合にあって、派遣元から請求があったときは、契約の解除を

行う理由を派遣元に対して明らかにしなければならない。 

 

（派遣先の契約解除権） 

第３１条 派遣先は、派遣元が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除すること

ができる。 

（１）派遣元の責めに帰すべき事由により、契約を履行する見込みがないと明らかに認められ

たとき又は契約の履行を怠ったとき。 

（２）派遣元が、この契約に違反し、契約の目的が達せられないとき。 

（３）派遣元が、この契約の履行について、不正行為をしたとき。 
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（４）契約の履行に当たり、法令の規定による必要な許可若しくは認可等を失い、又は営業の

停止が命じられる等派遣元が契約者たる資格を欠いたとき。 

（５）派遣元による待遇が、同一労働同一賃金を実現できないと認められるとき。 

２ 前項の規定により契約が解除されたときは、派遣元は、契約金額の１００分の１０に相当す

る額を違約金として、派遣先の指定する期間内に派遣先に支払わなければならない。 

３ 前項の規定により違約金を納付する場合において、第３８条の規定により契約保証金の納付

又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、派遣先は、当該契約保証金又は担保をも

って違約金に充当することができる。 

 

（暴力団等排除に係る派遣先の契約解除権） 

第３２条 派遣先は、派遣元が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除すること

ができる。この場合において、契約の解除により派遣元に損害が生じても、派遣先はその損害

の賠償の責めを負わないものとする。 

（１）派遣元が個人である場合には、その者が、相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市

条例第３１号。以下本条及び次条において、「条例」という。)第２条第４号に規定する暴

力団員等(以下「暴力団員等」という。)と認められるとき、又は、法人等(法人又は団体を

いう。)である場合には、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等と認められるとき。 

（２）派遣元が、神奈川県暴力団排除条例(平成２２年神奈川県条例第７５号。以下本条におい

て、「県条例」という。)第２３条第１項に違反したと認められるとき。 

（３）派遣元が、県条例第２３条第２項に違反したと認められるとき。 

（４）派遣元が、条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められるもの、

又は派遣元の支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）の代表者が、

暴力団員等と密接な関係を有すると認められるとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、派遣元は、契約金額の１００分の

１０に相当する額を違約金として派遣先の指定する期間内に支払わなければならない。 

３ 第１項の規定によりこの契約が解除された場合において、第３８条の規定により契約保証金

の納付が行われているときは、派遣先は、当該契約保証金をもって前項の違約金に充当するこ

とができる。 

 

（暴力団等からの不当介入の排除） 

第３３条 派遣元は、契約の履行に当たって、条例第２条第２号に定める暴力団(以下「暴力団」

という。)又は暴力団員等から不当介入を受けたときは、遅滞なく派遣先に報告するとともに所

轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力をしなければならない。 

２ 派遣元は、不当介入を受けたことにより、履行期限に遅れが生じるおそれがあるときは、派

遣先と履行期限に関する協議を行わなければならない。 

３ 派遣元は、暴力団又は暴力団員等からの不当介入による被害を受けたときは、その旨を直ち

に派遣先に報告するとともに、被害届を速やかに所轄の警察署に提出しなければならない。 

４ 派遣元は、不当介入による被害により履行期限に遅れが生じるおそれがあるときは、派遣先
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と履行期限に関する協議を行わなければならない。 

 

（派遣元の契約解除権） 

第３４条 派遣元は、派遣先が契約に違反し、その違反によって、派遣業務を履行することがで

きなくなったとき、又は労働者派遣法その他関係諸法令に違反したときは、契約の全部又は一

部を解除することができる。 

２ 前項の規定により派遣元が契約を解除しようとするときは、派遣先に対して解除予定日の３

０日前までに通知し、派遣先は速やかに派遣を受けなくなる派遣労働者に対して、契約を解除

する旨の予告を行わなければならない。 

３ 第１項の場合において、派遣元に損害が生じたときは、派遣元は、派遣先に損害の賠償を請

求することができる。この場合の損害賠償額は、派遣先と協議の上で決するものとする。 

 

（履行不能の場合の処置） 

第３５条 派遣元が、天災その他の不可抗力等その責めに帰すことができない事由により、契約

の全部又は一部を履行することができないときは、派遣先の承認を得て、派遣元は当該部分に

ついての履行義務を免れるものとし、派遣先は当該部分についての契約金の支払いを免れるも

のとする。 

 

（業務上災害等） 

第３６条 派遣元は、派遣就業に伴う派遣労働者の業務上の災害及び通勤途上災害については労

働基準法(昭和２２年法律第４９号)で定める使用者の責任並びに労働者災害補償保険法(昭和２

２年法律第５０号)及び労働保険の保険料の徴収等に関する法律(昭和４４年法律第８４号)で定

める事業主の責任を負う。 

２ 派遣先は、派遣元の行う前項の手続きについて必要な協力をしなければならない。 

 

（年次有給休暇） 

第３７条 派遣元は、派遣労働者から年次有給休暇の申請があった場合は、原則として、派遣先

へ事前に通知するものとする。 

２ 派遣先は、派遣労働者の年次有給休暇の取得に協力するものとする。ただし、通知された日

の取得が、業務の正常な運営に支障をきたすときは、派遣先は派遣元にその具体的な事情を明

示して、派遣元が当該派遣労働者に対し取得予定日を変更するよう依頼すること又は必要な代

替者の派遣を要求することができる。 

 

（契約保証金） 

第３８条 派遣元は、契約金額の１００分の１０以上を派遣先に納付するものとする。ただし、

相模原市契約規則第３４条各号のいずれかに該当する場合はこの限りではない。 
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（契約の費用） 

第３９条 この契約の締結に要する費用は、派遣元の負担とする。 

 

（所管裁判所） 

第４０条 この契約に係る訴訟については、専属管轄を除くほか、派遣先の所在地を管轄する裁

判所に行うものとする。 

 

（適正な就業の確保） 

第４１条 派遣元は、派遣労働者に対し、派遣先の指揮命令に従って職場秩序・規律を守り、適

正に業務に従事するよう派遣労働者との雇用契約で明示するとともに、指導教育をするものと

する。 

２ 派遣元は、派遣労働者が基本的人権について、正しい認識をもって業務を遂行できるよう人

権啓発に係る研修を行うものとする。 

３ 派遣先は、セクシャルハラスメントの防止等適切な就業環境の維持に努めなければならない。 

４ 派遣元は、労働保険及び社会保険の適用手続を適切に進め、労働保険及び社会保険に加入す

る必要がある派遣労働者については、加入させてから労働者派遣を行うものとし、その経費負

担は派遣元が負うものとする。ただし、新規に雇用する派遣労働者について労働者派遣を行う

場合であって、当該労働者派遣の開始後速やかに、派遣元の経費負担において、労働保険及び

社会保険の加入手続を行う場合は、この限りでない。 

５ 派遣元は労働者派遣法を遵守し、派遣労働者に対し公正な待遇を確保するものとする。 

 

（協定対象派遣労働者の限定） 

第４２条 派遣労働者は、協定対象派遣労働者に限定しない。 

 

（疑義の解決） 

第４３条 仕様書又はこの契約書に定めのない事項並びにこの契約について疑義が生じたときは、

派遣先及び派遣元で協議して解決を図るものとする。 

 

別図表１（第１８条関係） 

時間外労働 ２５％ 

法定休日労働 ３５％ 

深夜労働 ２５％ 

月６０時間を越える時間外労働 ５０％ 
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別記 

 

機密事項取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 派遣労働者は、機密事項(個人情報(個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、

又は識別され得るものをいう。以下同じ。)を含む。)の重要性を認識し、業務の遂行にあたって

は、機密事項を適正に取り扱わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２条 派遣労働者は、業務に関して知り得た機密事項を第三者に漏らしてはならない。この業

務が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 

（持ち出しの禁止） 

第３条 派遣労働者は、機密事項が記載された資料等を、指揮命令者の許可なく就業場所以外に

持ち出してはならない。 

 

（複写又は複製の禁止） 

第４条 派遣労働者は、機密事項が記載された資料等を、指揮命令者の許可なく複写又は複製し

てはならない。 

 

（収集の禁止） 

第５条 派遣元は、派遣労働者が業務に関して知ることのできた機密事項を収集してはならない。 

 

（派遣労働者への指導） 

第６条 派遣元は、派遣労働者に対し、在職中及び退職後において、業務に関して知ることので

きた機密事項を第三者に漏らしてはならないことなどについて、機密事項の管理に関して必要

かつ適切な指導を行わなければならない。 

 

（指示等） 

第７条 派遣先は、派遣労働者が業務に関して取り扱う機密事項の適正な管理を確保するため、

派遣元に対し必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることがで

きる。 

 

（事故報告） 

第８条 派遣元は、機密事項の取扱いについて違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあるこ

とを知ったときは、速やかに派遣先に報告し、派遣先の指示に従うものとする。 

 


